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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第45期、第46期、第47期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

４ 第46期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 41,923 44,502 50,736 54,487 62,996

経常利益 (百万円) 719 695 1,170 1,765 2,294

当期純利益又は当期純損
失(△) 

(百万円) 317 299 659 △146 1,043

純資産額 (百万円) 10,217 10,340 10,944 10,673 13,363

総資産額 (百万円) 26,564 26,827 30,602 29,212 33,113

１株当たり純資産額 (円) 1,643.53 1,660.40 1,783.09 1,740.06 1,931.76

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△) 

(円) 51.04 44.53 102.51 △27.05 161.51

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.46 38.54 35.77 36.54 40.36

自己資本利益率 (％) 3.14 2.91 6.19 △1.36 8.68

株価収益率 (倍) 12.93 8.65 9.07 ― 13.62

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,120 △1,379 △495 730 1,316

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 151 △34 △81 731 △651

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △593 410 940 △1,269 △268

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 1,598 592 955 1,146 1,555

従業員数 (名) 410 396 379 369 374



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第45期の１株当たり配当額16円は、特別配当１円を含んでおります。 

  第47期の１株当たり配当額18円は、特別配当２円を含んでおります。 

  第49期の１株当たり配当額25円は、記念配当２円を含んでおります。 

３ 第45期、第46期、第47期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

５ 第46期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 41,655 43,919 50,201 53,768 61,908

経常利益 (百万円) 701 674 1,152 1,739 2,233

当期純利益又は当期純損
失(△) 

(百万円) 302 292 643 △162 996

資本金 (百万円) 1,724 1,724 1,724 1,724 2,439

発行済株式総数 (株) 6,225,000 6,225,000 6,225,000 6,225,000 6,908,000

純資産額 (百万円) 10,196 10,314 10,903 10,618 13,249

総資産額 (百万円) 26,509 26,700 30,491 29,003 32,799

１株当たり純資産額 (円) 1,640.20 1,656.23 1,776.39 1,731.12 1,915.24

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

16.00 

(7.50)

16.00

(8.00)

18.00

(8.00)

18.00 

(8.00)

25.00

(10.00)

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△) 

(円) 48.57 43.32 100.03 △29.61 154.12

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.5 38.6 35.8 36.6 40.4

自己資本利益率 (％) 2.99 2.85 6.07 △1.51 8.35

株価収益率 (倍) 13.59 8.89 9.30 ― 14.27

配当性向 (％) 32.9 36.9 18.0 ― 16.2

従業員数 (名) 408 394 377 366 371



２ 【沿革】 

  

  

年月 概要

昭和33年12月 名古屋市中村区南祢宜町に電気機械器具の製造販売、通信機械器具及び電子管応用機器の設計試

作並びに研究開発を目的として、資本金100万円にて株式会社萩原電気工業社を設立 

昭和40年２月 萩原電気株式会社に商号変更 

昭和41年７月 東京出張所(現 東京支店)を開設 

昭和45年２月 名古屋市中村区に名古屋工場を開設 

昭和49年６月 名古屋市東区松山町(現 名古屋市東区東桜)に本社社屋完成に伴い本社移転 

昭和56年８月 名古屋工場(現 日進事業所)を愛知県愛知郡日進町(現 日進市)に移転 

昭和57年10月 愛知県豊田市に豊田営業所を開設 

昭和59年３月 名古屋工場(現 日進事業所)内にゲートアレイセンター(現 ASICデザインセンター)を開設 

昭和60年６月 静岡県浜松市に浜松営業所(現 浜松支店)を開設 

平成３年４月 豊田営業所を豊田支店（現 三好事業所第二ソリューション営業部）に昇格 

  愛知県刈谷市に三河支店（現 三好事業所第二ソリューション営業部）を開設 

平成５年７月 名古屋市東区東桜に本社別館を開設 

平成７年10月 当社株式を店頭売買銘柄として日本証券業協会に登録 

平成８年４月 シンガポールに連結子会社のSINGAPORE HAGIWARA PTE.LTD.を設立 

平成９年６月 電子応用事業部(現 日進事業所に所在)にてISO9001の認証を取得 

平成10年８月 愛知県西加茂郡三好町に三好事業所を開設(旧豊田支店を移転、各物流を統合) 

平成11年８月 旧三河支店を三好事業所内に移転 

平成12年12月 三好事業所にて、ISO14001の認証を取得 

平成15年12月 大阪市淀川区に関西出張所を開設 

平成16年２月 本社・本社別館にて、ISO14001の認証を取得 

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成18年３月 日進事業所にて、ISO14001の認証を取得 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社SINGAPORE HAGIWARA PTE.LTD.１社で構成され、集積回路・半導体・リレー等の電

子部品、コンピュータ等の電子機器の仕入販売事業、並びにFA機器等の自社製品製造販売を行っております。 

当社グループの事業に係わる事業部門は、次のとおりであります。 

  

(電子部品販売部門) 

当事業部門においては、メモリIC、マイクロプロセッサ、ゲートアレイIC、混成集積回路、トランジスタ、ダイオ

ード、電子管、コンデンサ、リレー、コネクタ等の販売を行っております。 

また、米国の特定顧客向け電子部品の輸出業務を行っております。 

得意先の多様なニーズを満たすことが可能なASIC(特定用途向けIC)の開発を行うASICデザインセンターを設置する

ほか、得意先の商品企画の段階から参画して、最新の電子部品の利用方法の提案を行っております。 

＜主な関係会社＞ 

SINGAPORE HAGIWARA PTE.LTD. 

(電子機器販売部門) 

当事業部門においては、パーソナルコンピュータ、オフィスプロセッサ、エンジニアリングワークステーション及

びこれらの周辺機器、LAN機器、モデム、無線機器、画像処理装置、レーザー装置等の販売を行っております。 

ネットワークシステムに関するアドバイス、テスト、チェックが可能なマルチベンダ環境を備えたネットワークシ

ステムセンターを設置するほか、得意先の視点に立った効果的なシステム提案を行っております。 

  

(自社製品製造販売部門) 

当事業部門においては、FAコンピュータ及び周辺機器、エンコーダ、位置制御ユニット、超音波ボルト軸力計、シ

ーケンスコントローラ、電源装置等の製造・販売を行っております。 

「オープンプラットフォーム on FA」をキーワードとして、幅広い産業分野に対して、企画・研究・開発から製

造・販売・サービスまでトータルな提案を行っております。 

  



「事業系統図」 

以上述べた事項を系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

  

 
  

※印は、連結子会社です。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２ 上記の連結子会社は、特定子会社には該当いたしません。 

３ 上記の連結子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就

業人員であります。 

２ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループは労働組合を結成しておりませんが、労使関係においては特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)      

SINGAPORE HAGIWARA  
PTE.LTD. 

シンガポール
500 
千S＄ 

電子部品販売 100.0

当社得意先の海外現地法
人に商品を販売しており
ます。 
役員の兼任…有 

事業部門 従業員数(名)

電子部品 133

電子機器 101

自社製品 94

全社(共通) 46

計 374

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

371 38.5 16.0 6,671,030 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の広がりや雇用・所得環境の改善による

個人消費の拡大など、景気は緩やかな回復基調で推移してまいりました。 

このような経済環境の中で、半導体市況も調整局面から緩やかな回復基調をたどったほか、パソコン・サーバー

の分野でも企業業績の改善を受けて情報化投資に拡大の動きが出てまいりました。また、当社の主要ユーザーであ

る自動車関連でも、アメリカやアジア向けの好調な自動車販売を背景に生産が高水準で推移するなど、当社グルー

プにとっては恵まれた環境の中で推移してまいりました。 

このような状況のもとで、当社グループといたしましては総力をあげて利益拡大のために売上高の伸長に努める

とともに、継続的な経費抑制をはじめとする諸施策を実施してまいりました。 

この結果、当期の連結売上高は大幅に増加し629億96百万円（前期比15.6％増）となりました。経常利益につきま

しても、売上高の伸長に伴い22億94百万円（前期比29.9％増）と大幅に増加しました。当期純利益におきまして

も、減損会計適用による減損損失４億36百万円を計上したものの、10億43百万円となり、売上・利益面とも過去最

高の結果を出すことができました。 

  

事業の部門別の業績は、次の通りです。 

① 電子部品 

集積回路につきましては、自動車の生産台数増加に伴い、車載用エンジンコントロールユニット向けＭＰＵ

（マイクロプロセッサー）をはじめ、ボディー分野、安全分野向けのＭＰＵ、その周辺ＬＳＩの需要が拡大した

ことにより、売上高は大幅に増加しました。 

半導体につきましても、車載用のエンジン分野、ボディー分野を中心としたパワー系半導体の需要が伸長し、

売上高は増加しました。 

一般電子部品につきましても、電子部品の集約化や低価格化が進行する中、コンデンサやコネクタなどの車載

向け需要が拡大したことにより、売上高は増加しました。 

この結果、電子部品の連結売上高は大幅に増加し 443億74百万円（前期比 19.8％増）となりました。 

  

② 電子機器 

電子機器につきましては、競合他社との価格競争が一層厳しくなるとともに、継続的な情報機器の低価格化が

進展する環境の下、製造業のお客様を中心に設備投資需要を取り込んだほか、仕入先のソフトウェア開発力を生

かした新ビジネスの立ち上げや、当社オリジナルソフトをはじめとするユーザーの視点に立ったソリューション

販売・付加価値販売を積極的に推進した結果、連結売上高は 154億22百万円（前期比 10.5％増）に増加しまし

た。 

  

③ 自社製造製品 

当社で開発・製造いたしておりますＦＡ機器をはじめとする自社製造製品につきましては、主力製品でありま

すＨＰＵ（産業用コンピュータ）の、お客様のニーズにきめ細かく応えることができる特長を活かしたソリュー

ション営業を積極的に展開し、新規に加工機械関連ユーザーの需要を取り込んだほか、主要なユーザーである工

作機械関連業界向け需要が伸長したものの、前期実績を上回るまでには至らず、連結売上高は 31億99百万円（前

期比7.9％減）となりました。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

４億９百万円増加し、15億55百万円となりました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果獲得した資金は、13億16百万円（前連結会計年度比５億86百万円の増）となりました。これ

は、主として税金等調整前当期純利益が前連結会計年度と比べ20億66百万円増加し、仕入債務の16億64百万円の

増加及び減損損失４億36百万円が発生したものの、業容拡大に伴い売掛債権が34億66百万円増加したことによる

ものであります。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、６億51百万円となりました。これは主として定期預金の預入による支出４億

円及び投資有価証券の取得による支出２億87百万円によるものであります。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、２億68百万円（前連結会計年度比10億円の改善）となりました。これは、主

として長期借入による収入10億円及び株式発行による収入14億15百万円ならびに自己株式の売却による収入２億

９百万円があったものの、短期借入金の純減少額13億20百万円及び社債償還による支出13億円があったことによ

るものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

自社製品 3,092 91.4 

計 3,092 91.4 

事業部門 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品 40,057 116.2 

電子機器 13,816 109.9 

計 53,874 114.5 

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品 44,475 119.6 1,297 108.5

電子機器 15,563 110.5 592 131.1

自社製品 3,284 93.1 507 120.1

計 63,323 115.6 2,397 115.8



(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 事業部門間取引については、相殺消去しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合 

  

  

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品 44,374 119.8

電子機器 15,422 110.5

自社製品 3,199 92.1

計 62,996 115.6

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

株式会社デンソー 26,443 48.5 32,788 52.0

トヨタ自動車株式会社 5,498 10.1 6,267 10.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループが属するエレクトロニクス業界はグローバルな競争が一層激化し、事業再編や提携、海外生産移管、

ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）の進展など環境は目まぐるしく変化しております。この様な環境のもと当

社グループといたしましては、企業体質を一層強固なものとし、真のソリューション指向、お客様指向に向けた取組

みが必要だと考えております。特に当社グループと関わりの深い自動車業界では、情報通信技術の進化と自動車のＩ

Ｔ化を一層進め、安全性・環境性・快適性・利便性を兼ね備えた自動車社会の実現に向けた取組みや、新時代に向け

ての燃料電池車の本格的な開発が始まっています。また、個人がいつでもどこでも複数の情報機器を利用できる社会

（ユビキタスネットワーク社会）が実現すると言われており、情報通信技術の進化に伴いネットワークシステムやそ

れに関連する電子機器の応用範囲もさらに広がってまいります。 

当社グループといたしましては、これらの成長セクターにフォーカスした取組みを推進するとともに、電子部品・

電子機器・自社製造製品の３事業個々のソリューション提案に留まらず、３事業の特徴や機能を整合し、その融合に

よって総合力を発揮し、業績の拡大を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

(1) 経済環境のリスク 

当社グループの事業は自動車産業に大きく依存しております。従いまして経済環境の悪化に伴い、自動車メーカ

ーにおける自動車生産台数が大幅に減少となった場合、当社グループの財政状態および経営成績に大きな影響を与

える可能性があります。 

  

(2) 特定の仕入先・販売先に依存するリスク 

① 特定の仕入先への依存について 

現在の当社グループの主力商品である電子部品は、そのほとんどをＮＥＣエレクトロニクス株式会社から仕入

れております。従いまして、ＮＥＣエレクトロニクス株式会社の技術開発動向と、当社グループのお客様のニー

ズが大きく乖離した場合、電子部品販売数量が減少し当社グループの財政状態および経営成績に大きな影響を与

える可能性があります。平成18年３月期の各社からの仕入高の総仕入高に占める割合は、次のとおりです。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
  

② 特定の販売先への依存について 

現在の当社グループの主要販売先は、株式会社デンソー、トヨタ自動車株式会社であり、その内訳の主力商品

は車載用電子部品であります。自動車電装品は高性能化・高機能化の技術開発が進められており、国内外のデバ

イスメーカーや商社が当社グループの競合先となっております。現在、当社グループの取り扱う、商品・サービ

スは競争力を有していますが、当社グループより優れた競合他社が現れた場合、当社グループの財政状態および

経営成績に大きな影響を与える可能性があります。当社グループの平成18年３月期の各社への売上高の総売上高

に占める割合は、次のとおりです。 

仕入先 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

仕入高(百万円) 割合(％) 仕入高(百万円) 割合(％) 

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社 26,495 54.1 29,571 53.3

日本電気株式会社 2,375 4.9 3,328 6.0

その他 20,067 41.0 22,561 40.7

計 48,938 100.0 55,461 100.0



  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 退職給付債務のリスク 

当社は、日本の会計基準に従い未積立の退職給付債務を処理しており、当連結会計年度末では、560百万円の退職

給付引当金を計上しております。今後、退職給付制度の変更や運用利回りの悪化等により、当社グループの財政状

態および経営成績に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(4) 減損会計に関するリスク 

当社は、現在、含み損を抱えている土地を保有しておりますが、それらが属する事業グループには減損の兆候が

見られません。しかしながら今後、当該事業グループにおいて減損の兆候が発生した場合、減損損失を計上する可

能性があります。 

  

(5) 震災によるリスク 

当社は中部地区を主力としていることから、東海地震や東南海地震等の大規模地震に備えた対応を進めておりま

す。しかしながらこれらの大規模地震の発生により当社建物に壊滅的な被害が出た場合や、通信・交通網の遮断等

が長期間にわたった場合、当社の営業業務や物流業務に支障をきたし、当社グループの財政状態および経営成績に

影響を与える可能性があります。 

販売先 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

株式会社デンソー 26,443 48.5 32,788 52.0 

トヨタ自動車株式会社 5,498 10.1 6,267 10.0 

その他 22,545 41.4 23,940 38.0 

計 54,487 100.0 62,996 100.0 



５ 【経営上の重要な契約等】 

（１）仕入の提携 

  

（２）信託建物賃貸借 

（注） 平成18年３月24日付で、当社と三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（ＵＦＪ信託銀行株式会社と三菱信託銀行株式会社は平成17年

10月１日付で合併）との信託建物賃貸借契約における、賃借人たる地位を三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から御園サービス株

式会社に移転しております。 

契約会社名 提携先 取扱商品 契約の種類 

萩原電気 
株式会社 
(提出会社) 

日本電気株式会社 電子デバイス、OA機器等 販売特約店 

日本航空電子工業株式会社 コネクタ、スイッチ 販売特約店 

NECパーソナルプロダクツ 
株式会社 

パーソナルコンピュータ及びその周辺機器 売買基本契約 

NECトーキン株式会社 マグネット、金属材料、EMC部品 販売特約店 

NECエレクトロニクス株式会社 電子デバイス 販売特約店 

SINGAPORE 
HAGIWARA 
PTE.LTD. 
(連結子会社) 

NEC Electronics 
Singapore Pte.Ltd. 

電子デバイス 販売特約店 

契約会社名 賃借先 賃借物件及び内容 賃借期間

萩原電気 
株式会社 
(提出会社) 

御園サービス株式会社 本社別館ビルの建物
平成17年３月24日から
平成24年３月31日まで 



６ 【研究開発活動】 

（自社製品） 

自社製品製造販売部門では、ＦＡ分野の計測・制御機器、情報通信機器、医療機器などの組込みコンピュータ技術

に基づき、産業分野のＩＴ化に対応した新製品の開発と研究開発活動を行っております。 

  

(1) 新製品開発 

ａ．ボードコンピュータ 

情報産業向け組込用超小型（ＨＤＤサイズ）のシングルボードコンピュータおよび拡張用インタフェースを開

発し製品化しました。本製品用に最新のWindows CE OSを搭載しました。また、新製品の鉛フリー化を開始しまし

た。 

  

ｂ．情報産業機器 

組込用超小型ボードコンピュータを用いたセキュリティ応用製品の開発を開始しました。また、ＤＣ入力型Ｕ

ＰＳ機能付電源ユニットを開発しました。さらに本技術と耐震ＨＤＤユニットの技術などをパネルコンピュータ

に応用し、産業用途に向けた高信頼のＵＰＳ機能付パネルコンピュータを開発し、販売を開始しました。 

     

(2) 実験・技術開発 

産業用途に需要が見込まれる、装置の耐振性を高める技術開発を行いました。また、設計シミュレーションツー

ルの有効性の確認評価を開始し、熱解析シミュレーションおよび振動解析シミュレーションを実施しました。 

  

なお、当連結会計年度中に支出した研究開発費の総額は 53百万円であります。 

上記に記載した金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。これらの連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における

収入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金及び退職給付引当金であり、継続して評価を行っ

ております。 

なお、見積り及び判断・評価については、過去実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づいて行って



おりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。 

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上総利益 

売上高は、前連結会計年度に比べ85億８百万円増加し629億96百万円となりました。 

売上原価は、売上高の増加に伴い前連結会計年度に比べて78億32百万円増加し567億45百万円となりました。そ

の結果、売上総利益は前連結会計年度に比べ６億76百万円増加し62億50百万円となりましが、売上総利益率は0.3

ポイント悪化し9.9％となりました。 

② 営業利益 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べて１億54百万円増加し39億31百万円となりました。これは、

主に人件費が75百万円及び賃借料が42百万円増加したことによるものであります。また、販売費及び一般管理費

比率は、前連結会計年度に比べ0.7ポイント改善し6.2％となりました。 

この結果、営業利益は前連結会計年度に比べ５億21百万円増加し23億19百万円となりました。 

③ 経常利益 

営業外収益は、前連結会計年度に比べ０百万円減少し64百万円となりました。 

営業外費用は、前連結会計年度に比べ７百万円減少し89百万円となりました。これは、社債発行費が発生しな

かったことや支払利息が15百万円減少したが、新株発行費が13百万円発生したためです。 

この結果、経常利益は前連結会計年度に比べ５億28百万円増加し22億94百万円となりました。 

  

（３）当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

資産合計は、前連結会計年度末に比べて39億円増加し331億13百万円となりました 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて34億34百万円増加し281億72百万円となりました。これは、主に売掛金

及び受取手形が増加したことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて４億66百万円増加し49億41百万円となりました。内訳は、減損損失を

計上した影響により有形固定資産の減少が３億12百万円、営業保証金の減少が１億21百万円ありましたが、投資

有価証券の増加が４億51百万円及び長期性預金の増加が４億円あったためです。 

  

② 負債 

負債合計は、前連結会計年度末に比べて12億10百万円増加し197億50百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて４億99百万円増加し164億56百万円となりました。内訳は、短期借入金

及び一年内償還予定社債が26億20百万円減少しましたが、支払手形及び買掛金が16億64百万円の増加、未払法人

税等が10億88万円の増加及び一年内返済予定長期借入金が２億円増加したためです。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて７億11百万円増加し32億94百万円となりました。これは、主に長期借

入金が６億50百万円増加したためです。 

③ 資本 

資本合計は、前連結会計年度末に比べて26億90百万円増加し133億63百万円となりました。内訳は、有償一般募

集及び有償第三者割当による資本金及び資本剰余金の増加14億29百万円、自己株式の処分による資本剰余金の増

加１億50百万円及び利益剰余金の増加９億１百万円によるものです。この結果、株主資本比率は前連結会計年度

末に比べて3.9ポイント改善し40.4％となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 上記中［外書］は、連結会社以外からの賃借設備であります。 

４ 本社別館は建物を賃借しており、年間賃借料は58百万円であります。 

５ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

  

事業所名 
(所在地) 事業部門 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 

本社 
(名古屋市東区) 

電子機器 
自社製品 販売業務 96 0

52
(253.80) 4 153 67

本社別館 
（名古屋市東区） 

全社(共通) 
電子部品 

全社的管理業務 
販売業務 18 -

210
(420.17) 
[676.77] 

23 253 157

三好事業所 
(愛知県西加茂郡三好町) 

電子機器 
自社製品 販売業務 442 0

703
(6,472.08) 6 1,153 94

日進事業所 
(愛知県日進市) 自社製品 自社製品生産設備 - -

183
(4,166.99) - 183 32

東京支店 
(東京都新宿区) 

電子部品 
電子機器 
自社製品 

販売業務 0 - - 0 0 11

浜松支店 
(静岡県浜松市) 

電子部品 
電子機器 
自社製品 

販売業務 0 -
-

[337.47] 0 0 9

三重営業所 
(三重県津市) 電子機器 販売業務 0 - - 0 0 1

設備の内容 数量等 リース期間
年間リース
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

電子計算機システム 一式 4年間 6 14 



(2) 在外子会社 

  

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

子会社事業所名 
(主な所在地) 事業部門 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 

SINGAPORE HAGIWARA PTE.LTD. 
(シンガポール) 電子部品 販売業務 0 1 - 1 3 3



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

 当社の発行する株式の総数は、16,000,000株とする。 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項は、ありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 平成15年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であります。 

２ 有償一般募集による新株式発行（スプレッド方式による募集） 

   発行価格 2,231円 発行価額 2,093円 資本組入額 1,047円 

３ 有償第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントによる割当） 

   発行価額 2,093円 資本組入額 1,047円 割当先 日興シティグループ証券株式会社 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,908,000 6,908,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 6,908,000 6,908,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成15年７月30日 
（注）１ 

－ 6,225 － 1,724 △1,519 500

平成18年１月27日 
（注）２ 

600 6,825 628 2,352 627 1,127

平成18年２月28日 
（注）３ 

83 6,908 86 2,439 86 1,214



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式2,745株は、「個人その他」の欄に27単元及び「単元未満株式の状況」の欄に45株を含めて記載しております。 

なお、自己株式は全て当社名義となっており、又全て実質的に所有しております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、12単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株式会社UFJ銀行は、平成18年１月１日付で株式会社東京三菱銀行と合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行となりました。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

－ 19 10 67 11 3 2,372 2,482 －

所有株式数 
(単元) 

－ 14,937 249 10,680 2,446 16 40,701 69,029 5,100

所有株式数 
の割合(％) 

－ 21.64 0.36 15.47 3.54 0.02 58.97 100.00 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

有限会社スタニイ 名古屋市守山区小幡北1235番地 396 5.74

萩原 義昭 名古屋市守山区 380 5.51

萩原電気従業員持株会 名古屋市東区東桜二丁目３番３号 324 4.70

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 312 4.52

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 243 3.53

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 232 3.37

名古屋中小企業投資育成株式会
社 

名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号 230 3.33

竹田 和平 名古屋市天白区 200 2.90

萩原 智昭 三重県桑名市 196 2.84

萩原 祥子 名古屋市守山区 178 2.59

計 ― 2,694 39.01



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 証券保管振替機構名義の株式は「完全議決権株式(その他)」の欄に、1,200株(議決権12個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) 自己株式は、全て当社名義となっており、実質的に所有しております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項は、ありません。 

  

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  
該当事項は、ありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項は、ありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   2,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,900,200 69,002 ― 

単元未満株式 普通株式     5,100 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 6,908,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 69,002 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
萩原電気株式会社 

名古屋市東区東桜 
二丁目３番３号 

2,700 － 2,700 0.04

計 ― 2,700 － 2,700 0.04



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けており、業績に裏付けられた成果の配分を

行うことを基本方針としております。 

株主各位に対する配当は、安定的な配当の継続をベースに、株主資本配当率１．２％を目標値としておりました

が、当事業年度においてこの目標値を達成することができましたので、今後は、株主資本配当率１．５％を目指して

まいります。また、内部留保資金につきましては、業界における急速な技術革新に対応するため、意欲的に新製品・

新技術の知識修得に努めるほか、会社競争力の維持・強化や企業体質の一層の強化に充当し、将来の業績向上を通じ

て利益還元を行ってまいります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月14日 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第48期は(  )表示をしており、平成16年12月13日以降はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 730 670 950 (1,300)   1,450 2,830

最低(円) 495 380 380 (850)     990 1,310

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,890 2,200 2,750 2,830 2,400 2,210

最低(円) 1,625 1,840 2,100 2,225 1,955 1,950



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
（代表取締役）   萩 原 義 昭 昭和22年２月１日生

昭和46年４月 日本電気株式会社入社

380

昭和51年４月 当社入社

昭和51年11月 当社取締役就任
当社社長室付 

昭和53年４月 当社研究開発室長

昭和55年11月 当社専務取締役就任

平成元年３月 当社代表取締役社長就任(現任) 

常務取締役 総括役員 岩 井 三津雄 昭和28年７月３日生

昭和51年４月 当社入社

5

平成９年12月 当社第三部品営業部長

平成12年10月 当社第二部品営業部長
当社メモリー販売部長 

平成13年７月 当社第二デバイス営業部長 

平成15年７月 当社デバイス事業本部副本部長 

平成17年６月 当社取締役就任
当社統括役員・デバイス事業本部
長 

平成18年６月 当社常務取締役就任(現任) 
当社総括役員(事業本部担当)(現

任) 

常務取締役 総括役員 福 嶋 洋 二 昭和30年11月12日生

昭和53年４月 当社入社

5

平成12年７月 当社経理部長(現任)

平成16年３月 当社管理本部副本部長

平成17年６月 当社取締役就任
当社統括役員・管理本部副本部長 

平成18年６月 当社常務取締役就任(現任) 
当社総括役員(管理本部担当)(現

任) 
当社管理本部長(現任) 

取締役   柴 山 文 男 昭和22年６月８日生

昭和45年４月 日本電気株式会社入社

3

平成10年７月 同社中部支社長代理

平成13年４月 同社ＮＥＣネットワークス 
航空宇宙・防衛事業本部 
第三防衛営業部統括マネージャー 

平成14年６月 当社入社
当社取締役就任(現任) 
当社統括役員(機器営業担当) 

平成15年４月 当社統括役員・ソリューション事
業本部長 

平成18年６月 当社ソリューション事業推進担当
(現任) 

取締役   吉 田 哲 朗 昭和24年１月３日生

昭和46年４月 日本電気株式会社入社

4

平成４年７月 同社欧州事業第二部担当部長 

平成８年７月 当社海外部長(現任)

平成10年６月 当社経営企画部長

平成13年６月 当社入社
当社取締役就任(現任) 
当社統括役員(経営企画部・海外

部担当) 
平成14年３月 SINGAPORE HAGIWARA PTE.LTD. 

代表取締役就任(現任) 
平成15年４月 当社統括役員(経営企画部・情報

システム部担当)  
平成18年６月 当社デバイス事業海外担当(現任) 



  

 (注) 監査役佐橋渡および辻中修は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   森   武 彦 昭和30年８月７日生

昭和51年４月 当社入社

3

平成13年７月 当社第一デバイス営業部長 

平成17年７月 当社デバイス事業本部副本部長 
当社第一デバイス営業一部長 (現

任) 
当社デバイスソリューション販売

部長（現任） 
平成18年６月 当社取締役就任(現任)

当社デバイス事業本部長(現任) 

常勤監査役   村 島 康 平 昭和20年６月９日生

昭和43年４月 当社入社

29

昭和60年２月 当社情報機器営業部長

昭和62年11月 当社取締役就任

平成３年６月 当社機器営業推進部長
当社ネットワークシステム部長 

平成11年７月 当社統括役員(機器営業・電子応
用担当) 

平成14年６月 当社監査役就任(現任)

監査役   佐 橋   渡 昭和26年１月７日生

昭和55年４月 弁護士登録
(名古屋弁護士会所属) 

4昭和59年４月 佐橋渡法律事務所開設
所長(現在に至る) 

平成９年６月 当社監査役就任(現任)

監査役   辻 中   修 昭和28年10月13日生

平成元年10月 太田昭和監査法人(現新日本監査
法人)入所 

0
平成５年３月 公認会計士登録

平成９年４月 公認会計士辻中修事務所開業(現
在に至る) 

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

計 435



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や健全性の向上に取組んでおります。ま

た、コーポレート・ガバナンスの基本とも言えるコンプライアンスについても、法令の遵守にとどまらず、事業活動

の全てにおいて、社会の一員であることを自覚した行動を取っております。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の内容 

当社は、監査役会制度を採用しており、取締役会は、提出日現在６名で構成されております。現在のところ社

外取締役は選任されておりません。また、監査役会は、提出日現在社外監査役２名と常勤監査役１名で構成され

ております。 

取締役会は、緊密な意思疎通や迅速な意思決定を目的に、取締役の員数を適切なレベルに保つとともに、効率

的な業務執行が行えるよう権限の委譲を図り、スピーディーな経営を目指しております。平成15年４月１日から

の本部制の導入に加え、平成18年６月29日からは新たに執行役員制度を導入いたしました。業務に精通した執行

役員に業務執行の責任と権限を大幅に委譲することにより、経営環境の変化に的確に対応し業務執行の迅速化と

効率化を図っております。 

②内部統制システムの整備の状況 

コーポレート・ガバナンス全般の取組み強化を目的に、平成17年２月に取締役社長を委員長とし全取締役で構

成される「経営監理委員会」を発足させました。 

この委員会の元で、コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問題点の改善・是

正を行う為に「内部統制委員会」を新に立ち上げ、内部統制およびコンプライアンスに関わるリスク管理等の充

実に取組んでおります。 

具体的な取組としましては、コンプライアンスの体制の強化の一環として、平成17年12月に「萩原電気企業行

動憲章」および「萩原電気企業行動規範」を制定いたしました。また、財務報告に係る内部統制の強化を目的と

して、平成18年２月に内部統制強化プロジェクトを立ち上げ、業務プロセス改革に着手いたしました。 

③リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制の一環としましては、平成15年９月に情報セキュリティ委員会を立ち上げ、社内の業務活動に

かかわる情報の適切な保護や取り扱いについて定めた「情報セキュリティ基本規程」を制定し運用を行っていま

す。また、防災・危機管理マニュアルの行動基準の見直しや、個人情報保護法の全面施行に合わせた社内教育な

ど、リスク管理体制の強化を図っております。尚、情報セキュリティ委員会は、現在、「経営監理委員会」の下

位委員会として活動を行っております。 

(2）内部監査および監査役監査、会計監査の状況 

監査役は、毎月の取締役会に出席するほか、常勤監査役は取締役および各部長が出席する幹部会議に出席する

などし、意思決定のプロセスを監視するとともに取締役の業務執行の監視が行える体制となっております。ま

た、会計監査人と連携を密にし監査の充実を図っております。なお、社外監査役と当社との人的関係、資本的関

係または取引関係その他の利害関係はありません。 

内部監査体制としては、社長直轄の内部監査室（人員１名）を設置しており、業務の妥当性と効率性の観点か

ら監査役と連携し定期的な業務監査を行っております。 

当社は、中央青山監査法人と監査契約を結んでおり、財務諸表の信頼性を確認しております。 

なお、会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は次のとおりであり、そのほか監査業務に係る補助者の構成

は、公認会計士４名、会計士補２名、その他１名となっております。 

  指定社員 業務執行社員 安井 金丸 

  指定社員 業務執行社員 宮本 正司 



また、遵法およびリスクマネージメントの観点から必要に応じて顧問弁護士にアドバイスを仰ぐなど、公正で

透明性のある経営を行っております。 

(3）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額  81百万円 

監査役の年間報酬総額  17百万円（うち社外監査役  ４百万円） 

  

(4）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  12百万円 

上記以外の業務に基づく報酬として、コンフォートレターに関する業務１百万円があります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第2項のただし書

きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第2項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、中

央青山監査法人の監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  1,451 1,695  

 ２ 受取手形及び売掛金  17,766 21,233  

 ３ たな卸資産  4,914 4,838  

 ４ 繰延税金資産  230 307  

 ５ その他  386 111  

 ６ 貸倒引当金  △11 △13  

   流動資産合計  24,737 84.7 28,172 85.1

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物及び構築物 ※１ 1,390 1,352    

    減価償却累計額 757 633 789 563  

  (2) 機械装置及び運搬具 19 17    

    減価償却累計額 13 6 15 1  

  (3) 土地 ※１  1,227 1,150  

  (4) 建設仮勘定  78 ―  

  (5) その他 780 705    

    減価償却累計額 659 120 667 38  

    有形固定資産合計  2,065 7.1 1,753 5.3

 ２ 無形固定資産  71 0.2 54 0.2

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  656 1,107  

  (2) 繰延税金資産  287 339  

  (3) その他  1,466 1,762  

  (4) 貸倒引当金  △71 △76  

    投資その他の資産合計  2,337 8.0 3,132 9.4

   固定資産合計  4,475 15.3 4,941 14.9

   資産合計  29,212 100.0 33,113 100.0

      



  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  9,027 10,691  

２ 短期借入金 ※１  4,770 3,450  

３ 一年内返済予定 
  長期借入金 

 100 300  

４ 一年内償還予定社債  1,300 ―  

５ 未払法人税等  15 1,103  

６ その他  744 911  

流動負債合計  15,957 54.6 16,456 49.7

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  600 600  

２ 長期借入金  1,150 1,800  

３ 繰延税金負債  0 0  

４ 退職給付引当金  527 560  

５ 役員退職慰労引当金  294 318  

６ その他  9 14  

固定負債合計  2,582 8.9 3,294 9.9

負債合計  18,539 63.5 19,750 59.6

(少数株主持分)  ― ― ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  1,724 5.9 2,439 7.4

Ⅱ 資本剰余金  2,019 6.9 2,884 8.7

Ⅲ 利益剰余金  6,860 23.5 7,762 23.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  131 0.4 269 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定  △2 △0.0 10 0.0

Ⅵ 自己株式 ※２  △60 △0.2 △1 △0.0

資本合計  10,673 36.5 13,363 40.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 29,212 100.0 33,113 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  54,487 100.0 62,996 100.0

Ⅱ 売上原価  48,913 89.8 56,745 90.1

   売上総利益  5,574 10.2 6,250 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 貸倒引当金繰入額 ― 7    

 ２ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

23 23    

 ３ 給与手当 2,024 2,121    

 ４ 退職給付引当金繰入額 159 129    

 ５ その他 ※１ 1,569 3,776 6.9 1,649 3,931 6.2

   営業利益  1,797 3.3 2,319 3.7

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 20 21    

 ２ 受取配当金 5 6    

 ３ 販売手数料 ― 12    

 ４ 受取支援金 0 ―    

 ５ 受取家賃 5 ―    

 ６ 受取保険金 3 0    

 ７ 投資事業組合利益 16 ―    

 ８ 還付加算金 ― 7    

 ９ その他 13 65 0.1 15 64 0.1

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 63 48    

 ２ 社債発行費 6 ―    

 ３ 新株発行費 ― 13    

 ４ 投資事業組合損失 ― 9    

 ５ 貸倒引当金繰入額 1 ―    

 ６ その他 24 96 0.2 17 89 0.2

   経常利益  1,765 3.2 2,294 3.6



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※２ 140 ―    

 ２ 投資有価証券売却益 10 41    

 ３ 貸倒引当金戻入益 13 164 0.3 ― 41 0.1

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産処分損 ※３ 2,093 2    

 ２ 減損損失 ※４ ― 436    

 ３ 会員権売却損 0 ―    

 ４ 会員権評価損 ※６ 4 ―    

 ５ その他 ※５ 1 2,099 3.8 ― 438 0.7

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前 
   当期純損失(△) 

 △169 △0.3 1,896 3.0

   法人税、住民税 
   及び事業税 

14 1,076    

   法人税等調整額 △37 △23 △0.0 △223 852 1.3

   当期純利益又は 
   当期純損失(△) 

 △146 △0.3 1,043 1.7

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,019 2,019

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 増資による新株の発行 ― 714  

 ２ 自己株式処分差益 0 0 150 864

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,019 2,884

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,142 6,860

Ⅱ 利益剰余金増加高  

    当期純利益 ― ― 1,043 1,043

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 110 122  

 ２ 役員賞与 25 19  

 ３ 当期純損失 146 281 ― 141

Ⅳ 利益剰余金期末残高 6,860 7,762

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 税金等調整前当期純利益(△当期純損失)  △169 1,896 

 ２ 減価償却費  102 82 

 ３ 減損損失  ― 436 

 ４ 固定資産除売却損益  1,953 2 

 ５ 会員権売却損  0 ― 

 ６ 会員権評価損  4 ― 

 ７ 貸倒引当金の増加額(△減少額)  △11 7 

 ８ 賞与引当金の増加額(△減少額)  △397 ― 

 ９ 役員退職慰労引当金の増加額(△減少額)  △20 23 

 10 退職給付引当金の増加額  95 33 

 11 受取利息及び受取配当金  △26 △28 

 12 支払利息  63 48 

 13 新株発行費  ― 13 

 14 投資有価証券売却損益  △10 △41 

 15 売上債権の減少額(△増加額)  296 △3,466 

 16 たな卸資産の減少額(△増加額)  △1,081 76 

 17 仕入債務の増加額  446 1,664 

 18 役員賞与の支払額  △25 △19 
 19 その他  △6 641 

    小計  1,211 1,371 

 20 利息及び配当金の受取額  26 28 
 21 利息の支払額  △63 △50 
 22 法人税等の支払額  △444 △33 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  730 1,316 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 定期預金の預入による支出  ― △400 

 ２ 定期預金の払戻による収入  ― 165 

 ３ 投資有価証券の取得による支出  △25 △287 

 ４ 投資有価証券の売却による収入  30 74 

 ５ 有形固定資産の取得による支出  △167 △184 

 ６ 有形固定資産の売却による収入  868 0 

 ７ その他資産の取得による支出  △27 △23 
 ８ その他資産の売却による収入  53 5 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  731 △651 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 短期借入金の純増加額(△減少額)  △2,670 △1,320 

 ２ 長期借入れによる収入  1,300 1,000 

 ３ 長期借入金の返済による支出  △87 △150 

 ４ 社債発行による収入  300 ― 

 ５ 社債償還による支出  ― △1,300 

 ６ 株式の発行による収入  ― 1,415 

 ７ 自己株式の売却による収入  ― 209 

 ８ 配当金の支払額  △110 △122 
 ９ その他  △1 △0 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,269 △268 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △1 12 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  190 409 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  955 1,146 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,146 1,555 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 イ 連結子会社の数   １社 
  (海外) 
  連結子会社名 
  SINGAPORE HAGIWARA PTE.LTD. 

イ 連結子会社の数   １社 
同左 

  ロ 非連結子会社 
   該当事項はありません。 

ロ 非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事
項 

該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項 

 連結子会社の決算日は12月31日であ
ります。 
 連結財務諸表の作成にあたっては、
連結子会社の同日現在の財務諸表を使
用しておりますが、連結決算日との間
に生じた重要な取引については連結上
必要な調整を行っております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事
項 

 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

  
  
イ たな卸資産 
  主として移動平均法による原価法 

  

  

イ たな卸資産 

同左 
  ロ 有価証券 

その他有価証券 
 時価のあるもの 
  決算期末日の市場価格等に基 
  づく時価法 
  (評価差額は、全部資本直入
法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定) 

 時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

ロ 有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  

 時価のないもの 
同左 

  ハ デリバティブ 
時価法 

ハ デリバティブ 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

イ 有形固定資産 
  主として定率法によっておりま
す。 
  ただし、平成10年４月１日以降取 
得した建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法によっておりま
す。 
  なお、耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。 

イ 有形固定資産
同左 

  ロ 無形固定資産 
  主として定額法によっておりま
す。 
  なお、耐用年数については、法人
税法に規定する方法と同一の基準に
よっております。 
  ただし、ソフトウェア(自社利用
分)については社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法によっ
ております。 

ロ 無形固定資産
同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理
方法 

社債発行費 

 支払時全額費用処理 

――――――――― 

――――――――― 

  

新株発行費 

 支払時全額費用処理 
 (4) 重要な引当金の計上基

準 
イ 貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については、貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別債権の回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 退職給付引当金 

  親会社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

  過去勤務債務は発生連結会計年度

で一括処理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しており

ます。 

ロ 退職給付引当金 

  親会社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しており

ます。 

  ハ 役員退職慰労引当金 

  親会社は、役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額の100％相当額を計上してお

ります。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (5) 連結財務諸表の作成の

基礎となった連結会社

の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な

外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の

基準 

 在外子会社の資産、負債、収益及び

費用は、在外子会社の決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処

理方法 

 親会社は、リース物件の所有権が借

主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

  また、為替予約が付されている外

貨建金銭債権債務等については振当

処理を行っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ａ ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

   ヘッジ対象 

   借入金の利息 

 ｂ ヘッジ手段 

   為替予約 

   ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務等 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ハ ヘッジ方針 

 ａ 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭債務につい

て、市場の実勢金利に近づける目

的と、変動金利の金銭債務につい

て、将来の金利上昇における損失

を軽減する目的を達成する範囲で

行う方針であります。 

 ｂ 為替予約 

   通常の営業過程における輸出入

取引の為替相場の変動によるリス

クを軽減する目的を達成する範囲

で行う方針であります。 

ハ ヘッジ方針 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定時期

までの期間において、ヘッジ対象の

相場変動とヘッジ手段の相場変動と

の比較によっております。 

  また、為替予約の締結時にリスク

管理方針に従って、米貨建による同

一金額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相場に

よる相関関係は完全に確保されてい

るので決算日における有効性の評価

を省略しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式により処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によることとし

ております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項はありません。 同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、売上総

利益が23百万円、営業利益及び経常利益が24百万円増

加し、税金等調整前当期純利益が411百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで、投資事業組合への出資持分

（26百万円）は、投資その他の資産「その他」として

表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正

する法律」（平成16年６月９日法律第97号施行日平成

16年12月１日）に基づき、当連結会計年度より「投資

有価証券」に含めて表示しております。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで、営業外収益「その他」に含め

て表示しておりました「販売手数料」については、営

業外収益の10/100を超えることになったため、当連結

会計年度より区分掲記することといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「販売手数料」は０百万円

であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（賞与引当金） 

 親会社は従来、連結貸借対照表において賞与引当金

として計上しておりました従業員賞与については、当 

 連結会計期間より支給総額が確定できることとなっ

たため、支給確定額の当連結会計期間負担分 440百万

円を未払費用として流動負債「その他」に含めて計上

しております。 

（新株発行費） 

 平成18年１月27日に実施した有償一般募集による新

株発行は、引受証券会社が引受価額で買取引受を行

い、当該引受価額とは異なる発行価格で一般投資家に

販売するスプレッド方式によっております。スプレッ

ド方式では、発行価格の総額と引受価額の総額との差

額が事実上の引受手数料であり、引受価額と同一の発

行価格で一般投資家に販売する従来の方式であれば、

新株発行費として処理されていたものであります。 

 このため、従来の方式によった場合に比べ、新株発

行費の額と資本金及び資本剰余金の合計額とはそれぞ

れ82百万円少なく計上され、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ同額多く計上されておりま

す。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 債務の担保として供している資産 

   を、次に掲げる債務の担保に供しております。 

建物及び構築物 81百万円(帳簿価額)

土地 257百万円(帳簿価額)

計 339百万円 

短期借入金 500百万円 

※１ 債務の担保として供している資産 

  

  

   を、次に掲げる債務の担保に供しております。 

土地 181百万円(帳簿価額)

短期借入金 500百万円 

※２ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式 

  の数は、次の通りであります。 

   普通株式              102,245株 

    なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

6,225,000株であります。 

※２ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式 

  の数は、次の通りであります。 

   普通株式               2,745株 

    なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

6,908,000株であります。 



  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、65百万円で
あります。 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、53百万円で
あります。 

※２ 固定資産売却益の内容 

建物及び構築物 7百万円

土地 132百万円

その他 0百万円

    計 140百万円

※２      ――――――――― 

  

※３ 固定資産処分損の内容 

建物及び構築物（売却） 40百万円

土地（売却） 2,047百万円

工具器具備品（除却） 5百万円

その他 0百万円

    計 2,093百万円

※３ 固定資産処分損の内容 

建物及び構築物（除却） 1百万円

工具器具備品（除却） 0百万円

その他 0百万円

   計 2百万円

※４      ――――――――― ※４ 減損損失 

   当企業集団は、以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

 （用途、種類、場所の概要） 

 （グルーピングの方法） 

   当企業集団は、管理会計上の区分に基づきグルー

ピングを実施しております。 

 （経緯及び減損損失の内訳） 

   収益力の低下により損益が悪化し、短期的な業績

の回復が見込まれないことにより、資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失(436百万円)として特別損失に計上してお

ります。 

   減損損失の内訳は、建物217百万円、構築物12百

万円、工具器具備品120百万円、土地76百万円、そ

の他９百万円であります。 

 （回収可能価額の算定方法） 

   回収可能価額は正味売却価額により測定し、土地

については不動産鑑定士による評価額から処分費用

見込額を差し引いて算定し、その他の固定資産につ

いては売却可能性が見込めないことから零としてお

ります。 

用途 種類 場所 

電子応用製品製造
設備 

建物、土地等 愛知県日進市 

※５ 特別損失の「その他」の内容 

出資金評価損 1百万円

    計 1百万円

※５      ――――――――― 

  

※６ 会員権評価損に含まれる引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 4百万円

※６      ――――――――― 
  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,451百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△305百万円

現金及び現金同等物 1,146百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,695百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△140百万円

現金及び現金同等物 1,555百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

  28  25  2

その他(工具 
器具備品) 

  34  18  15

ソフトウェア   27  15  12

計   90  58  31

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

7 4  2

その他(工具
器具備品) 

30 12  17

ソフトウェア 27 21  6

計 65 38  26

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。 

  

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。 

  

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

 １年以内 14百万円

 １年超 16百万円

 計 31百万円

   

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

  

１年以内 14百万円

１年超 12百万円

計 26百万円

 

 ③ 支払リース料(減価償却費相当額) 

支払リース料 33百万円

(減価償却費相当額)  

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 17百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

減価償却費相当額 17百万円

減損損失 0百万円

 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(借手側) 

未経過リース料 

１年以内 66百万円 

１年超 395百万円 

計 462百万円 

２ オペレーティング・リース取引 

(借手側) 

未経過リース料 

１年以内 66百万円 

１年超 328百万円 

計 395百万円 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

その他有価証券 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結決算日に
おける 

連結貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結決算日に
おける 

連結貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

            

①株式 235 456 221 266 736 469

②債券 － － － － － －

③その他 22 28 5 22 45 22

小計 257 485 227 289 782 492

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

①株式 84 78 △6 50 47 △2

②債券 － － － 200 186 △13

③その他 － － － 9 9 △0

小計 84 78 △6 260 244 △16

合計 342 563 220 550 1,026 476

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(百万円) 30 120

売却益の合計(百万円) 10 41

売却損の合計(百万円) 0 －

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 92 80



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

 該当事項は、ありません。 

 なお、金利スワップ取引、為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、

注記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

 該当事項は、ありません。 

 なお、金利スワップ取引、為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、

注記の対象から除いております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

  借入金に対して金利スワップ取引を行っておりま

す。 

  また、外貨建金銭債権債務等に対して為替予約取引

を行っております。 

  

(1) 取引の内容 

同左 

   

  

(2) 取引の利用目的及び利用方針 

 イ 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭債務等について、市場の実勢

金利に近づける目的と、変動金利の金銭債務等につ

いて、将来の金利上昇における損失を軽減する目的

を達成する範囲で行う方針であります。 

  

 ロ 為替予約取引 

   通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の

変動によるリスクを軽減する目的を達成する範囲で

行う方針であります。 

   なお、当社グループは投機目的のためのデリバテ

ィブ取引は行わない方針であります。 

  

(2) 取引の利用目的及び利用方針 

 イ 金利スワップ取引 

同左 

  

  

  

  

 ロ 為替予約取引 

同左 

(3) 取引にかかるリスクの内容 

  金利関連のデリバティブ取引については、利用して

おります金利スワップ取引は、市場金利の変動による

リスクを有しているものはありません。 

  通貨関連のデリバティブ取引については、為替予約

取引により輸出入取引の外貨建債権債務の決済額を確

定しております。 

  また、当社グループのデリバティブ取引の契約先

は、信頼度の高い国内の銀行であるため相手先の契約

不履行による、いわゆる信用リスクはほとんどないと

判断しております。 

  

(3) 取引にかかるリスクの内容 

同左 

  

(4) 取引にかかるリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は、当社の経理部

に集中しております。また、当社の諸規程に従い管理

しております。 

(4) 取引にかかるリスク管理体制 

同左 



(退職給付関係) 

(前連結会計年度) 

 １ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度(総合設立型)を設けております。 

なお、海外子会社には退職金制度は無いが、そこに当社から出向している１名に対しては、当社の退職金制度に

より対応しております。 

  

  

 ５ 厚生年金基金制度 

厚生年金基金(総合設立型)の年金資産に占める当社の金額(掛金拠出割合で按分)は、852百万円であります。 

  

２  退職給付債務に関する事項 (平成17年３月31日)   

   ① 退職給付債務 △2,112百万円 

   ② 年金資産 1,236百万円 

   ③ 未積立退職給付債務 (①＋②) △876百万円 

   ④ 未認識数理計算上の差異 349百万円 

   ⑤ 連結貸借対照表計上額純額 (③＋④) △527百万円 

   ⑥ 前払年金費用 ―百万円 

   ⑦ 退職給付引当金 (⑤－⑥) △527百万円 

３  退職給付費用に関する事項(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

   ① 勤務費用 120百万円 

   ② 利息費用 50百万円 

   ③ 期待運用収益 △34百万円 

   ④ 過去勤務債務の費用処理額 34百万円 

   ⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 34百万円 

   ⑥ 退職給付費用 (①＋②＋③＋④＋⑤) 205百万円 

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   ① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

   ② 割引率 2.5％ 

   ③ 期待運用収益率 3.0％ 

   ④ 過去勤務債務の費用処理年数 1年 

   ⑤ 数理計算上の差異の処理年数 15年 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。) 



(当連結会計年度) 

 １ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度(総合設立型)を設けております。 

なお、海外子会社には退職金制度は無いが、そこに当社から出向している１名に対しては、当社の退職金制度に

より対応しております。 

  

  

 ５ 厚生年金基金制度 

厚生年金基金(総合設立型)の年金資産に占める当社の金額(掛金拠出割合で按分)は、1,140百万円であります。 

  

２  退職給付債務に関する事項 (平成18年３月31日)   

   ① 退職給付債務 △2,354百万円 

   ② 年金資産 1,596百万円 

   ③ 未積立退職給付債務 (①＋②) △758百万円 

   ④ 未認識数理計算上の差異 198百万円 

   ⑤ 連結貸借対照表計上額純額 (③＋④) △560百万円 

   ⑥ 前払年金費用 ―百万円 

   ⑦ 退職給付引当金 (⑤－⑥) △560百万円 

３  退職給付費用に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

   ① 勤務費用 121百万円 

   ② 利息費用 52百万円 

   ③ 期待運用収益 △37百万円 

   ④ 数理計算上の差異の費用処理額 30百万円 

   ⑤ 退職給付費用 (①＋②＋③＋④) 168百万円 

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   ① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

   ② 割引率 2.0％ 

   ③ 期待運用収益率 3.0％ 

   ④ 数理計算上の差異の処理年数 15年 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。) 



(税効果会計関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

 未払賞与 178百万円

 繰越欠損金 49百万円

 その他 21百万円

  繰延税金資産(流動)小計 249百万円

  

繰延税金資産(固定) 

 退職給付引当金 214百万円

 役員退職慰労引当金 119百万円

 その他 44百万円

  繰延税金資産(固定)小計 377百万円

  

  

  繰延税金資産小計 627百万円

  評価性引当額 △0百万円

繰延税金資産合計 626百万円

  

繰延税金負債（流動） 

 未収事業税 △19百万円

  

繰延税金負債(固定) 

 その他有価証券評価差額金 △89百万円

 その他 △0百万円

  

繰延税金負債合計 △109百万円

  

繰延税金資産の純額 516百万円

  

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

未払事業税 84百万円

未払賞与 198百万円

その他 22百万円

 繰延税金資産(流動)小計 305百万円

 

繰延税金資産(固定)  

退職給付引当金 227百万円

役員退職慰労引当金 129百万円

減損損失累計額 164百万円

その他 59百万円

 繰延税金資産(固定)小計 580百万円

 

 繰延税金資産小計 886百万円

 評価性引当額 △57百万円

繰延税金資産合計 828百万円

 

 

 

 

繰延税金負債(固定)  

その他有価証券評価差額金 △183百万円

その他 △0百万円

 

繰延税金負債合計 △184百万円

 

繰延税金資産の純額 643百万円

 

 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  当連結会計年度については、税金等調整前当期純損

失が計上されているため記載しておりません。 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率   40.6％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目   1.7％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

  △0.0％

住民税均等割 0.7％

評価性引当金 3.0％

その他   △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率   45.0％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

  

当社グループはエレクトロニクス分野において、電子部品・電子機器の販売、FA機器の製造・販売及びこ

れらに付随する事業を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

  

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合が90％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,740円06銭 1,931円76銭

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失（△） 

△27円05銭 161円51銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当たりの当期純

利益については、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

  

潜在株式調整後１株当たりの当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

  

  前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益又は 

 当期純損失（△） 
△146百万円 1,043百万円 

普通株主に帰属しない金額 

 利益処分による役員賞与金 

  

19百万円 

  

24百万円 

普通株式に係る当期純利益又は 

 当期純損失（△） 
△165百万円 1,019百万円 

普通株式の期中平均株式数 6,123,242株 6,311,344株 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

   ２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における返済予定額は次のとおりでありま

す。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

萩原電気 
株式会社 

第４回 
無担保社債 

平成13年３月26日 1,000 ― 0.78 なし 平成18年３月24日

萩原電気 
株式会社 

第５回 
無担保社債 

平成15年１月15日 300 ― 0.47 なし 平成18年１月13日

萩原電気 
株式会社 

第６回 
無担保社債 

平成16年３月25日 300 300 0.79 なし 平成21年３月25日

萩原電気 
株式会社 

第７回 
無担保社債 

平成16年９月30日 300 300 1.14 なし 平成21年９月30日

合計 ― 1,900 600 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― 300 300 ―

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 4,770 3,450 0.61 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 100 300 1.25 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定の 
ものを除く。) 

1,150 1,800 1.07
平成19年６月30日～
 平成24年３月30日 

計 6,020 5,550 ― ― 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

750 200 200 150



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  1,356 1,606  

 ２ 受取手形  1,517 1,477  

 ３ 売掛金  16,162 19,628  

 ４ 商品  3,917 3,919  

 ５ 製品  129 138  

 ６ 原材料  347 265  

 ７ 仕掛品  456 380  

 ８ 貯蔵品  3 1  

 ９ 前渡金  3 29  

 10 前払費用  7 7  

 11 繰延税金資産  231 307  

 12 その他  372 72  

 13 貸倒引当金  △11 △13  

   流動資産合計  24,495 84.5 27,822 84.8

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物 ※１ 1,337 1,307    

    減価償却累計額 718 618 749 558  

  (2) 構築物 50 41    

    減価償却累計額 35 14 36 4  

  (3) 機械及び装置 9 6    

    減価償却累計額 7 2 6 0  

  (4) 車両運搬具 0 0    

    減価償却累計額 0 0 0 ―  

  (5) 工具器具備品 770 694    

    減価償却累計額 652 118 657 36  

  (6) 土地 ※１  1,227 1,150  

  (7) 建設仮勘定  78 ―  

    有形固定資産合計  2,060 7.1 1,750 5.3

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ２ 無形固定資産     

  (1) ソフトウェア  57 42  

  (2) その他  13 12  

     無形固定資産合計  71 0.2 54 0.2

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  656 1,107  

  (2) 関係会社株式  38 38  

  (3) 破産更生等債権  32 37  

  (4) 長期前払費用  13 8  

  (5) 繰延税金資産  287 339  

  (6) 営業保証金  1,052 931  

  (7) 保険積立金  106 121  

  (8) 長期性預金  ― 500  

  (9) その他  260 163  

  (10) 貸倒引当金  △71 △76  

    投資その他の資産合計  2,376 8.2 3,171 9.7

   固定資産合計  4,508 15.5 4,976 15.2

   資産合計  29,003 100.0 32,799 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形  2,687 2,960  

 ２ 買掛金  6,212 7,565  

 ３ 短期借入金 ※１  4,770 3,450  

 ４ 一年内返済予定 
   長期借入金 

 100 300  

 ５ 一年内償還予定社債  1,300 ―  

 ６ 未払金  150 205  

 ７ 未払費用  527 584  

 ８ 未払法人税等  4 1,087  

 ９ 未払消費税等  34 86  

 10 前受金  3 1  

 11 預り金  11 14  

 12 その他  1 1  

   流動負債合計  15,803 54.5 16,256 49.6

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  600 600  

 ２ 長期借入金  1,150 1,800  

 ３ 退職給付引当金  527 560  

 ４ 役員退職慰労引当金  294 318  

 ５ その他  9 14  

   固定負債合計  2,581 8.9 3,293 10.0

   負債合計  18,385 63.4 19,549 59.6

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  1,724 5.9 2,439 7.4

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 500 1,214    

２ その他資本剰余金     

 (1) 資本金及び資本準備金 
   減少差益 

1,519 1,519    

 (2) 自己株式処分差益 0 150    

資本剰余金合計  2,019 7.0 2,884 8.8

Ⅲ 利益剰余金     

１ 任意積立金     

 (1) 別途積立金 5,000 5,000    

２ 当期未処分利益 1,803 2,658    

利益剰余金合計  6,803 23.5 7,658 23.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  131 0.4 269 0.8

Ⅴ 自己株式 ※３  △60 △0.2 △1 △0.0

資本合計  10,618 36.6 13,249 40.4

   負債・資本合計  29,003 100.0 32,799 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

 １ 商品売上高 50,292 58,708   

 ２ 製品売上高 3,475 53,768 100.0 3,199 61,908 100.0

Ⅱ 売上原価    

 １ 商品売上原価    

  (1) 商品期首たな卸高 2,736 3,917   

  (2) 当期商品仕入高 46,368 52,915   

     合計 49,105 56,832   

  (3) 商品期末たな卸高 3,917 3,919   

     商品売上原価 45,188 52,912   

 ２ 製品売上原価    

  (1) 製品期首たな卸高 143 129   

  (2) 当期製品製造原価 3,078 2,881   

     合計 3,221 3,011   

  (3) 製品期末たな卸高 129 138   

     製品売上原価 3,092 48,280 89.8 2,872 55,785 90.1

   売上総利益  5,487 10.2 6,122 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 運賃 169 174   

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 7   

 ３ 役員報酬 97 98   

 ４ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

23 23   

 ５ 給与手当 2,011 2,104   

 ６ 福利費 263 260   

 ７ 退職給付引当金繰入額 159 129   

 ８ 通信費及び旅費交通費 215 221   

 ９ 減価償却費 56 60   

 10 賃借料 146 188   

 11 その他 ※１ 589 3,733 6.9 608 3,875 6.3

   営業利益  1,754 3.3 2,246 3.6



  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 20 21   

 ２ 受取配当金 ※６ 16 18   

 ３ 販売手数料 ― 12   

 ４ 受取支援金 0 ―   

 ５ 受取家賃 5 ―   

 ６ 受取保険金 3 0   

 ７ 投資事業組合利益 16 ―   

 ８ その他 13 75 0.1 22 75 0.1

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 50 33   

 ２ 社債利息 13 14   

 ３ 新株発行費 ― 13   

 ４ 社債発行費 6 ―   

 ５ 投資事業組合損失 ― 9   

 ６ その他 19 89 0.2 17 89 0.1

   経常利益  1,739 3.2 2,233 3.6

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※２ 140 ―   

 ２ 投資有価証券売却益 10 41   

 ３ 貸倒引当金戻入益 13 164 0.3 ― 41 0.1

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産処分損 ※３ 2,093 2   

 ２ 減損損失 ※４ ― 436   

 ３ 会員権売却損 0 ―   

 ４ 会員権評価損 ※７ 4 ―   

 ５ その他 ※５ 1 2,099 3.9 ― 438 0.7

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△) 

 △195 △0.4 1,835 3.0

   法人税、住民税 
   及び事業税 

4 1,061   

   法人税等調整額 △38 △33 △0.1 △222 838 1.4

   当期純利益又は 
   当期純損失(△) 

 △162 △0.3 996 1.6

   前期繰越利益  2,014 1,722 

   中間配当額  48 61 

   当期未処分利益  1,803 2,658 

     



製造原価明細書 

  

(注)※１ 労務費のうち主なものは次のとおりであります。 

  ※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

  ※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

   ４ 原価計算の方法は、製品別実際総合原価計算制度を採用しております。 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 1,949 62.7 1,639 56.7

Ⅱ 労務費 ※１ 611 19.7 666 23.1

Ⅲ 経費 ※２ 547 17.6 584 20.2

  当期総製造費用 3,108 100.0 2,890 100.0

  期首仕掛品たな卸高 486 456  

合計 3,594 3,347  

  期末仕掛品たな卸高 456 380  

  他勘定振替高 ※３ 59 84  

  当期製品製造原価 3,078 2,881  

     

   前事業年度 当事業年度

退職給付引当金繰入額  45百万円 38百万円

未払賞与  95百万円 110百万円

   前事業年度 当事業年度

外注加工費  386百万円 410百万円

賃借料  23百万円 29百万円

減価償却費  40百万円 18百万円

   前事業年度 当事業年度

工具器具備品  25百万円 43百万円

販売費及び一般管理費  33百万円 41百万円

計  59百万円 84百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日 
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

科目 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,803 2,658

Ⅱ 利益処分額  

 １ 配当金 61 103   

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金) 

19
(3)

24
(―)

 

 ３ 別途積立金 ― 80 2,000 2,127

Ⅲ 次期繰越利益 1,722 530

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

  (評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

 移動平均法による原価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降取 

得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 
   

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。 
  

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 支払時全額費用処理 

――――――――― 

  

――――――――― 

  

新株発行費 

 支払時全額費用処理 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別債権の回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 
  

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

  過去勤務債務は発生会計年度で一

括処理しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％相当額を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

  また、為替予約が付されている外

貨建金銭債権債務等については振当

処理を行っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ａ ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

   ヘッジ対象 

   借入金の利息 

 ｂ ヘッジ手段 

   為替予約 

   ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務等 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  



  

  
  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ハ ヘッジ方針 

 ａ 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭債務につい

て、市場の実勢金利に近づける目

的と、変動金利の金銭債務につい

て、将来の金利上昇における損失

を軽減する目的を達成する範囲で

行う方針であります。 

 ｂ 為替予約 

   通常の営業過程における輸出入

取引の為替相場の変動によるリス

クを軽減する目的を達成する範囲

で行う方針であります。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定時期

までの期間において、ヘッジ対象の

相場変動とヘッジ手段の相場変動と

の比較によっております。 

  また、為替予約の締結時にリスク

管理方針に従って、米貨建による同

一金額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相場に

よる相関関係は完全に確保されてい

るので決算日における有効性の評価

を省略しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式により処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  



(会計処理の変更) 

  

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、売上総

利益が23百万円、営業利益及び経常利益が24百万円増

加し、税引前当期純利益が411百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで、投資事業組合への出資持分（26百万

円）は、投資その他の資産「出資金」として表示してお

りましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律」

（平成16年６月９日法律第97号施行日平成16年12月１

日）に基づき、当事業年度より「投資有価証券」に含め

て表示しております。 

（損益計算書） 

 前事業年度まで、営業外収益「その他」に含めて表示

しておりました「販売手数料」については、営業外収益

の10／100を超えることとなったため、当事業年度より

区分掲記することといたしました。 

 なお、前事業年度の「販売手数料」は０百万円であり

ます。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 （賞与引当金） 

  従来、貸借対照表において賞与引当金として計上し 

 ておりました従業員賞与については、当会計期間より 

 支給総額が確定できることとなったため、支給確定額 

 の当会計期間負担分 440百万円を「未払費用」に含め 

 て計上しております。 

（新株発行費） 

 平成18年１月27日に実施した有償一般募集による新株

発行は、引受証券会社が引受価額で買取引受を行ない、

当該引受価額とは異なる発行価格で一般投資家に販売す

るスプレッド方式によっております。スプレッド方式で

は、発行価格の総額と引受価額の総額との差額が事実上

の引受手数料であり、引受価額と同一の発行価格で一般

投資家に販売する従来の方式であれば、新株発行費とし

て処理されていたものであります。 

 このため、従来の方式によった場合に比べ、新株発行

費の額と資本金及び資本準備金の合計額とはそれぞれ82

百万円少なく計上され、経常利益及び税引前当期純利益

はそれぞれ同額多く計上されております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 債務の担保として供している資産 

  を、次に掲げる債務の担保に供しております。 

  

 建物 81百万円(帳簿価額)

 土地 257百万円(帳簿価額)

 計 339百万円 

 短期借入金 500百万円 

※１ 債務の担保として供している資産 

  を、次に掲げる債務の担保に供しております。 

  

土地 181百万円(帳簿価額)

短期借入金 500百万円 

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。 

※２ 会社が発行する株式 
普通株式

 
16,000,000株

発行済株式数 
普通株式

 
6,225,000株

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。 

※２ 会社が発行する株式
普通株式

 
16,000,000株

発行済株式数
普通株式

 
6,908,000株

※３ 自己株式の保有数 

 ４ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が131百万 

  円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規 

  定により、配当に充当することが制限されておりま 

  す。 

普通株式 102,245株

※３ 自己株式の保有数 

 ４ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が269百万 

  円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規 

  定により、配当に充当することが制限されておりま 

  す。 

普通株式 2,745株



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、65百万円で

あります。 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、53百万円で

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容 

建物 7百万円

土地 132百万円

その他 0百万円

    計 140百万円

※２      ――――――――― 

  

※３ 固定資産処分損の内容 

建物及び構築物（売却） 40百万円

土地（売却） 2,047百万円

工具器具備品(除却) 5百万円

その他 0百万円

    計 2,093百万円

※３ 固定資産処分損の内容 

建物及び構築物（除却） 1百万円

工具器具備品(除却) 0百万円

その他 0百万円

   計 2百万円

※４      ――――――――― 

  

※４ 減損損失 

   当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

 （用途、種類、場所の概要） 

 （グルーピングの方法） 

   当社は、管理会計上の区分に基づきグルーピング

を実施しております。 

 （経緯及び減損損失の内訳） 

   収益力の低下により損益が悪化し、短期的な業績

の回復が見込まれないことにより、資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失(436百万円)として特別損失に計上してお

ります。 

   減損損失の内訳は、建物217百万円、構築物12百

万円、工具器具備品120百万円、土地76百万円、そ

の他９百万円であります。 

 （回収可能価額の算定方法） 

   回収可能価額は正味売却価額により測定し、土地

については不動産鑑定士による評価額から処分費用

見込額を差し引いて算定し、その他の固定資産につ

いては売却可能性が見込めないことから零としてお

ります。 

  

用途 種類 場所 

電子応用製品製造
設備 

建物、土地等 愛知県日進市 

※５ 特別損失の「その他」の内容 

出資金評価損 1百万円

    計 1百万円

※５      ――――――――― 

  

※６ 関係会社に関する事項 

受取配当金 10百万円

※６ 関係会社に関する事項 

受取配当金 11百万円

※７ 会員権評価損に含まれる引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 4百万円

※７      ――――――――― 

  



  
(リース取引関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置  24  23  1

車両運搬具  3  2  1

工具器具備品  34  18  15

ソフトウェア  27  15  12

計  90  58  31

取得価額
相当額 
(百万円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 7  4  2

工具器具備品 30  12  17

ソフトウェア 27  21  6

計 65  38  26

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
「支払利子込み法」により算定しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
「支払利子込み法」により算定しております。 
  

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円 

１年超 16百万円 

計 31百万円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円 

１年超 12百万円 

計 26百万円 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。 

  

 ③ 支払リース料(減価償却費相当額) 

支払リース料 33百万円 

(減価償却費相当額)   

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 17百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

減価償却費相当額 17百万円

減損損失 0百万円

 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(借手側) 

未経過リース料 

１年以内 66百万円 

１年超 395百万円 

計 462百万円 

２ オペレーティング・リース取引 

(借手側) 

未経過リース料 

１年以内 66百万円 

１年超 328百万円 

計 395百万円 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

   未払賞与 178百万円

   繰越欠損金 49百万円

   その他 22百万円

    繰延税金資産(流動)小計 250百万円

   

  繰延税金資産(固定)  

   退職給付引当金 214百万円

   役員退職慰労引当金 119百万円

   その他 44百万円

    繰延税金資産(固定)小計 377百万円

   

   

  繰延税金資産小計 628百万円

  評価性引当額 △0百万円

  繰延税金資産合計 627百万円

   

  繰延税金負債（流動）  

   未収事業税 △19百万円

   

  繰延税金負債（固定）  

   その他有価証券評価差額金 △89百万円

   

  繰延税金負債合計 △109百万円

   

  繰延税金資産の純額 518百万円

   

   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

   未払事業税 84百万円

   未払賞与 198百万円

   その他 24百万円

    繰延税金資産(流動)小計 307百万円

   

  繰延税金資産(固定)  

   退職給付引当金 227百万円

   役員退職慰労引当金 129百万円

   減損損失累計額 164百万円

   その他 59百万円

    繰延税金資産(固定)小計 580百万円

  

  繰延税金資産小計 888百万円

  評価性引当額 △57百万円

  繰延税金資産合計 830百万円

   

   

   

   

  繰延税金負債（固定）  

   その他有価証券評価差額金 △183百万円

   

  繰延税金負債合計 △183百万円

   

  繰延税金資産の純額 647百万円

   

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

   当事業年度については、税引前当期純損失が計上

されているため記載しておりません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率   40.6％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目   1.6％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

  △0.0％

住民税均等割 0.7％

評価性引当金 3.0％

その他   △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率   45.6％



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,731円12銭 1,915円24銭

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失(△) 

△29円61銭 154円12銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当たりの当期純

利益については、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たりの当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

  前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益又は 

 当期純損失(△) 
△162百万円 996百万円 

普通株主に帰属しない金額 

 利益処分による役員賞与金 

  

19百万円 

  

24百万円 

普通株式に係る当期純利益又は 

 当期純損失(△) 
△181百万円 972百万円 

普通株式の期中平均株式数 6,123,242株 6,311,344株 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  
  

【債券】 

  

【その他】 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル
ープ 

53 96 

ブラザー工業㈱ 58,628 75 

㈱東海理化電機製作所 18,692 62 

㈱みずほフィナンシャルグループ 58 56 

㈱みずほフィナンシャルグループ
第十一回第十一種優先株式 

50 50 

㈱メルコホールディングス 13,247 46 

ニチコン㈱ 29,000 43 

マスプロ電工㈱ 26,521 30 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 23 30 

ＣＫＤ㈱ 14,402 27 

その他（３７銘柄） 377,532 330 

小計 538,209 850 

計 538,209 850 

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 
大和ＳＭＢＣ ＃2814 200 186 

小計 200 186 

計 200 186 

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

(投資信託受益証券)
日本株ファンド 躍進 

2,000 19 

(投資信託受益証券)
ダイワＳＲＩファンド 

1,000 16 

(投資信託受益証券)
日興ジャパンオープン 

941 9 

(投資信託受益証券)
野村小型株オープン 

966 9 

投資事業組合出資金 1 14 

小計 4,909 70 

計 4,909 70 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額のうち(    )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

２ 無形固定資産の金額が、資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 1,337 195 
224
(217) 

1,307 749 36 558

 構築物 50 3 
12
(12) 

41 36 1 4

 機械及び装置 9 1 
5
(4) 

6 6 0 0

 車両運搬具 0 ― 
0
(0) 

0 0 ― ―

 工具器具備品 770 61 
137
(120) 

694 657 19 36

 土地 1,227 ― 
76
(76) 

1,150 ― ― 1,150

 建設仮勘定 78 ― 78 ― ― ― ―

有形固定資産計 3,474 261 
535
(432) 

3,200 1,449 56 1,750

無形固定資産       

 ソフトウェア ― ― ― 106 64 22 42

 その他 ― ― ― 12 0 0 12

無形固定資産計 ― ― ― 119 64 22 54

長期前払費用 66 2 
1
(1) 

68 60 7 8

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 既発行株式、資本金及び資本準備金の増加の理由は、平成18年１月27日付け有償一般募集（普通株式600,000株、資本金

628百万円、資本準備金627百万円）及び平成18年２月28日付け有償第三者割当（普通株式83,000株、資本金86百万円、資

本準備金86百万円）によるものであります。 

２ 当期末における自己株式は、2,745株であります。 

３ その他資本剰余金の増加の要因は、自己株式の処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」の内訳は次の通りであります。 

 一般債権の貸倒実績率による洗替額  11百万円 

     回収による取崩額           0百万円 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 1,724 715 ― 2,439

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注) (株) (6,225,000) (683,000) (―) (6,908,000)

普通株式 (百万円) 1,724 715 ― 2,439

計 (株) (6,225,000) (683,000) (―) (6,908,000)

計 (百万円) 1,724 715 ― 2,439

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 
 株式払込剰余金 

(百万円) 500 714 ― 1,214

その他資本剰余金 
 資本金及び資本準備 
 金減少差益 

(百万円) 1,519 ― ― 1,519

自己株式処分差益 (百万円) 0 150 ― 150

計 (百万円) 2,019 864 ― 2,884

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) ― ― ― ―

任意積立金 
 別途積立金 

(百万円) 5,000 ― ― 5,000

計 (百万円) 5,000 ― ― 5,000

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 83 19 ― 11 90 

役員退職慰労引当金 294 23 ― ― 318 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

平成18年３月31日現在における主な資産・負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 2 

預金の種類   

当座預金 1,399 

普通預金 3 

定期預金 140 

外貨預金 60 

小計 1,604 

計 1,606 

相手先 金額(百万円)

株式会社トーショー 198 

株式会社バッファロー 124 

株式会社ソディックプラステック 110 

株式会社東京精密 76 

株式会社コンテック・イーエムエス 65 

その他 903 

計 1,477 

期日 金額(百万円)

平成18年４月 395 

平成18年５月 350 

平成18年６月 365 

平成18年７月 259 

平成18年８月 90 

平成18年９月以降 16 

計 1,477 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

相手先 金額(百万円)

株式会社デンソー財経センター 8,571 

株式会社デンソー 4,548 

トヨタ自動車株式会社 1,292 

株式会社東海理化電機製作所 1,153 

株式会社リョーサン 293 

その他 3,767 

計 19,628 

期首残高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヶ月)
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
12 

16,162 65,003 61,538 19,628 75.82 3.3



④ 棚卸資産 

商品 
  

  

製品 
  

  

原材料 
  

  

仕掛品 
  

  

貯蔵品 
  

  

品名 金額(百万円)

集積回路 2,131 

一般電子部品 676 

半導体 614 

電子機器 494 

その他 2 

計 3,919 

品名 金額(百万円)

FA機器 117 

その他 21 

計 138 

品名 金額(百万円)

半導体 98 

一般電子部品装置 98 

機構部品 60 

その他 7 

計 265 

品名 金額(百万円)

FA機器 341 

その他 39 

計 380 

品名 金額(百万円)

消耗品類 1 

計 1 



⑤ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 
  

  

⑥ 買掛金 

相手先別内訳 

  

  

相手先 金額(百万円)

丸紅インフォテック株式会社 346 

ニチコン株式会社 322 

株式会社芝浦電子 205 

松尾電機株式会社 106 

エプソン販売株式会社 99 

その他 1,880 

計 2,960 

期日 金額(百万円)

平成18年４月 886 

平成18年５月 765 

平成18年６月 795 

平成18年７月 511 

平成18年８月 1 

計 2,960 

相手先 金額(百万円)

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社 3,533 

日本電気株式会社 963 

デル株式会社 245 

丸紅インフォテック株式会社 245 

日本航空電子工業株式会社 205 

その他 2,372 

計 7,565 



⑦ 短期借入金 
  

  

⑧ 長期借入金 
  

  

借入先 金額(百万円)

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,450 

株式会社横浜銀行 800 

株式会社三井住友銀行 600 

株式会社みずほ銀行 300 

住友信託銀行株式会社 300 

計 3,450 

借入先 金額(百万円)

株式会社三菱東京UFJ銀行 800 

株式会社名古屋銀行 500 

日本生命保険相互会社 400 

第一生命保険相互会社 100 

計 1,800 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことが出来ない事故その他やむを得ない事由が生じた時

は、日本経済新聞に掲載して公告する。」 

 なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

 http://www.hagiwara.co.jp/ 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社 

  取次所 
住友信託銀行株式会社 
  本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取りお
よび買増し 

  

  取扱場所 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社 

  取次所 
住友信託銀行株式会社 
  本店および全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する (注)

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第48期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月29日 
東海財務局長に提出。 

(2)  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年11月10日 
東海財務局長に提出。 

(3)  半期報告書 (第49期中) 
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
平成17年12月22日 
東海財務局長に提出。 

(4)  
有価証券届出書 
及びその添付書類 

有償一般募集増資及び株式売出し   
平成18年１月11日 
東海財務局長に提出。 

(5)  
有価証券届出書 
及びその添付書類 

有償第三者割当増資   
平成18年１月11日 
東海財務局長に提出。 

(6)  
有価証券届出書の 
訂正届出書 

上記(4)に係る訂正届出書   
平成18年１月19日 
東海財務局長に提出。 

(7)  
有価証券届出書の 
訂正届出書 

上記(5)に係る訂正届出書   
平成18年１月19日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萩原電気株式会

社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  川 脇 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萩原電気株式会

社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  安 井 金 丸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萩原電気株式会社の

平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  川 脇 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萩原電気株式会社の

平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基

準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  安 井 金 丸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 正 司 
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